
∴串 ・ ′・甲 ・ ノ ．夢ミ施 璃木 況 ．占 ‾今 、後 の ．克 主邑 し

3．．軽痩構追撃革め－庵の推薗 ′

rr（け∴科学韓術丁情報埴借の振乳 －一致・‘・．判畢研究費補助金 （8 年度1．018億円）

・＿・育社会福祉施療等の整備等－．．r ・料車技紡振．典明痙費・（8 年度215億円）

′．①．．・科学疲痴∴情鱒鹿虐め痕叙 ・r戦略的基曖研究推進事業

研究施設等の整備等！ ・－：．軸 囁 畢する戦略自鰯の下」大学∴．画立研究機朗等の研究者から研究提案、

ニくけ 先囁由〕基鹿的、．独創昭 ∴を公募しこ・明日中科学技術を切．り輝く．と．ともに∴斬しい産業の創出にうなが

研究開発等の推進

J

l

．／　‾

（ii）研究開発塞盤の塾靖・

．・る知由資産への形成を図る。・（．7．年度第寧‾次輔車5嘩 軋．・・8 年卸 50億円）－

・‾土ヰT サンシャイン軒乱 ＿

㍉紡エネルギー1・省手車ノ岬 ÷の．喋綽ポ阜亘 石碑 嗜木させるため．に、

太嘘光無電、燃料電坤舞電撃の革新由な痩術閤奉を加轟的に推準。∴

・．（こ8 年度43岬 田∴9・年度畢求456催円）・・．

∴㍉座乗科学技紡研翠開発制麿　　　　　　　　　　　　　　 t

‘一一・・基礎的独割的領域の研究醜貌や社壷的使命に応え‾右耳で吟要な研翠開発を

推進し∴技術的プレT クス＿！レーを実現す．皐こと等によ－り十経済フ．d ンティア

．．．の脆．大に寄与する∴ く8 年庭加4億由∴料錘度要求軸5倍如．∴・

I應高庭先鳴電卓技術胸先促癒草葉‥・

ム嘩廠細加工技密事め超先端的な技術固発の堆堪∴

㍉け年度痍受次輸正．1．00億円、8 年鹿13億円ラ

ノー＿‾密済構準改．革に資する∴より先端的な電子政商の細単産超高額先端電車技

櫛開発促’進事業として新たに実堪。．（9年度要如 2億由「

「＿＿・．高温土牽技術開発 く8 年度1‾12億印

・．．一世鼻如 癖 坪 用加療器である圭輝子線がん埠療密軒 （… Ac：平成5 年度完

・．席l を用いで平成6 年度より行．う‾て’いる軍粒子線かん培療臨床試行をさらた推l

．進する。 （・8 年度1－04億円）
「．．‾・日本車細線理事へ甲由資金制度を＿創設し∴ 味 来開拓学術研究推奉事業」を・

．．・・一関料 坤 車串11．0傍白「・

・．宇宙往環技術醜験機 （H O P E 一一X ）．甲研究開発わ推進 ‾1

（7．年密計甲憶円∴8 年度85億印 －

・・＿光衛星間適借実験廟星 （0 ト．cl＿E T S ）∴・の．開発の推進∴・1

r（7 年度計43鯨円、甘年度26億円）－

・大塾放射光極致 （寧P、‾r i 再 ．一叫 め整廟の曜進∴

・＿．塞礎研究を接じめ医軋 ティフサイ土ン不∴享セクト＿口．ニクネこ．原子車等

ノ虚範な研密分軌±即 、乍飛廠由な成翠をも牟らす重要な研究手段とL t 期待

されて小る‾世界最高性能の蹄射埠を無筆する大型放射光施放 くS P rノ、1 1歳

一一8．）一の整傭畢塵のる・。．（7年度計37確 円、＿一寸 年度岬 倍加

・＿リサイ・クル関連技術痢勢

・．濾墳闘和型の経轟徴傘を密集する上せ皇軍針リサイケル関塵技術等の開発、

の抜本的な促進を図り、環境関連舘野にわける実斤目ヒ．・産等化を促進する，

′（8 年度86億円＿「
・＿独創的嘩集疎術研究開発膣進制度 ・－1

，・密規産皐の割由、経線フ占ンティアの由夫を国る糎ぬ ．大学．咽 研・．企秦

．・由 、‾ら研完テ「マを仕掛 こ．叫 呼集．しこ：．翻琴開発を実施。

．（7．年虚字次商正51倍∴8年度27億∴由．年度蔓草舶偉）．・

な‾ど ．・

・．・国立研牢所施政整備・・

・雅土畢実験棟、紬 癖準セ．ンダ圭 ‘′‾生物疇報研密嘩輯窄め高度化に由癒し ‾

一∴た施設由痙傭及び老朽化した施設・投傭め整軌 ‾・．

（＿十年度第2．次補町 20倍円）・

十字串ステージ‾ヨシにおける日本独自‾由琴験モジュール （J甜）

一40－
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（ 7 年 度 計 5 8 6 億 円 、 8 年 度 4 8 8 億 円 ） 、

・ 新 し い 産 業 創 出 に 資 す る 、 特 に 緊 急 性 の 高 い 1 0 領 域 の 研 究 分 野 に お け る 設 備 等

の 整 備 （文 部 省 ）

（ 7 年 度 第 2 次 補 正 1 1 1 億 円 ）

・ 私 立 大 学 ・ 大 学 院 等 教 育 研 究 装 置 施 設 整 備 費 補 助 等

私 立 大 学 等 に お け る 最 先 端 の 研 究 開 発 プ ロ ジ ェ ク ト 支 援 を 含 め た 研 究 施 設

、 装 置 、 設 備 の 整 備 を 推 進 。 （ 8 年 度 1 6 0 億 円 ）

・ 学 術 情 報 基 盤 の 整 備 充 実 （ 8 年 度 3 3 1 億 円 ）

・ 国 立 大 学 施 設 整 備

科 学 技 術 ・ 情 報 通 信 及 び 施 設 の 高 度 化 ・ 高 根 能 化 に 対 応 し た 施 設 の 整 備 。

（ 7 年 度 第 2 次 補 正 1 ．0 8 6 億 円 ）

「 知 的 塞 盤 の 整 備

研 究 開 発 の 基 盤 を 料 成 す る 知 的 基 盤 （ 計 量 標 準 ・ 試 験 評 価 手 法 ・ 生 物 資 源

情 報 基 盤 、 化 学 物 質 総 合 安 全 管 理 基 盤 ） の 整 備 を 実 施 （ 7 年 度 第 2 次 補 正 7 4

億 円 ） ‾。 ま た 、 科 学 技 術 振 興 調 整 費 を 活 用 し た 事 業 を 検 討 中 。

な ど

（ ii i ） 産 学 官 の 交 流 と 若 手 研 究 ・ S T A フ ェ ロ ー シ ッ プ

青 の 支 援 ・ 活 用 我 が 国 と 外 国 と の 研 究 者 交 流 の イ ン バ ラ ン ス を 改 善 し 、 国 際 交 流 の 拡 充 を 図

る 観 点 か ら 、 外 国 の 研 究 者 を 国 立 試 験 研 究 梯 開 等 に 受 け 入 れ る 。

な ど

（i v ） 情 報 通 信 イ ン フ ラ の 整 備 く 行 政 の 情 報 化 に つ い て ＞

（ 平 成 7 年 度 ）

行 政 情 報 化 推 進 基 本 計 画 （ 平 成 6 年 1 2 月 2 5 閣 議 決 定 ） を 実 施 す る た め 共 通 実

施 計 画 を 策 定 （ 平 成 7 年 3 月 2 4 日 行 政 情 報 シ ス テ ム 各 省 庁 連 絡 会 議 了 承 ） す る と

と も に 全 2 5 省 庁 に お い て 省 庁 別 計 画 が 策 定 さ れ た 。

こ れ ら 行 政 情 報 化 推 進 基 本 計 画 に 基 づ き 、 各 省 庁 に お い て 積 極 的 な 取 り 組 み

が 行 わ れ 本 省 庁 L A N l 手 つ い て は 、 2 5 省 庁 中 2 2 省 庁 に お い て 整 備 済 と な っ た 。

ま た 、 パ ソ コ ン に つ い て は 職 員 1 ． 3 1 人 に 1 台 （ 本 省 庁 ） ま で 整 備 が 進 み 、 2 5 省

庁 中 8 省 庁 に お い て 1 人 1 台 パ ソ コ ン が 達 成 さ れ る な ど 、 基 盤 整 備 に つ い て 大 き

な 成 果 が あ っ た 。

・（ 平 成 8 年 度 ）

平 成 8 年 皐 月 2 6 日 、 行 政 情 報 シ ス テ ム 各 省 庁 連 絡 会 護 に お い て 、 行 政 の 情

報 化 の 進 展 と 状 況 の 変 化 を 踏 ま え 、 行 政 情 報 化 推 進 共 通 実 施 計 画 を 改 定 し た 。

行 政 情 報 化 の 基 盤 整 備 に つ い て は 、 平 成 8 年 度 に 2 省 庁 ‘で 新 た に L A N が 整 備

さ れ 、 L A N 整 備 済 省 庁 は 2 4 省 庁 と な る 。 ま た 、 各 省 庁 の L A N を 結 ぶ W A N

に つ い て 、 平 成 9 年 1 月 か ら 運 用 を 開 始 す る こ と と し て い る 。

平 成 8 年 2 月 、 公 共 分 野 の 情 報 似 こ 関 す る 実 施 指 針 に つ い て 関 係 省 庁 に お い

て フ ォ ロ ー ア ッ プ を 行 い 、 2 月 2 0 日 の 高 度 情 報 通 信 社 会 推 進 本 部 ・ 有 識 者 会 議

合 同 会 議 に お い て 報 告 後 、 公 表 し た 。

・ 郵 政 行 政 情 報 化 5 力 年 計 画 （ 平 成 7 年 3 月 2 9 日 ） に 基 づ き 、 申 請 ・ 届 出 の 電

子 化 （ オ ン ラ イ ン ・ F D ） を 平 成 1 1 年 を 目 途 に 実 施 。

無 線 従 事 者 、 C A T V 等 の 申 請 ・ 届 出 の 電 子 化 に つ い て は 、 平 成 8 年 度 に 基

本 計 画 を 実 施 。

（ 今 後 の 見 通 し ）

・ 　 霞 が 開 W A N が 平 成 9 年 1 月 か ら 運 用 予 定 で あ る 。

・ 郵 政 行 政 情 報 化 5 か 年 計 画 に 基 づ き 、 郵 政 局 L A N を 構 築 す る と 共 に 、 郵 便

局 に 情 報 系 共 用 端 末 を 配 備

［郵 政 局 L A N シ ス テ ム の 構 築 コ

率 成 7 年 度 1 郵 政 局 に 構 築 （5 8 9 台 の 端 末 を 配 備 ）



平成8年度1郵政局に構築予定（3叩台の端末を配備予定）

【情報系共用端末コ

平成7年度943台配備、平成8年度1．924台配備予定

平成7年度第2次補正予算において認められたrマルチメディア通信の高度化

・効率化のための基礎技術の研究開発J r高度な企幾開通情の連携を図るため

の技術の研究開発J r全国各地の分散拠点間での映像情報の流通を円滑化する

ための研究開発J r次世代デジタル映像通信に関する研究開発」のそれぞれに

ついて、関連施設を整備し、研究開発を推進。

同じく平成7年度第2次補正予算において認められたr阪神・淡路地域におけ

る情報通信分野の共同軸用型研究開発拠点の整軌を実施。

（平成7年度）

地理情報シ不テム（GIS）関係省庁種時会諸の圃腋や月26日）
「地理情報システム（GIS）餉係省庁連絡会辣（内覇内政審練室主宰日

が設置された。

（平成8年度）

地理情報システムくGI学、）関係省庁連絡会頭中間とりまとめ（6月10日）
rGISの整傭▲相互利用の推進に向けた今後の課題J、rGISの整備

及び相互利用の推進のための当面の取り組み方針j等について、今後の取り

組みゐ基本的方向を示した，r中間とりまとめJtが行われた。

r地理情報システム（GIS）の標準化の推進に関する研査Jの実施（国土庁）

国土空和子→タ基盤の標準化の推進に階要な検討を行うとともに、国土数
値情報等に関するクリアリングハウス（情報所在源検索システム）の試作を

一行う。

地理情報システム（GIS）関係省庁連絡会篠の継続

局長級へ格上げした関係省庁連絡会練を継続して開催するとともに、標準

化等の専門的検討のための作業部会を設置する予定。

（平成7年度）

l締粋民間事業者による郵疎省所管の民活法施設整備を促進するため、民活法

の一部を改正し、通借・放送棟鰍こ、日本開発銀l行等の、NTT低利融資に対す

る利子捕鈴金支給業務を追加した。

地域・生活情鱒通借基盤高瑳化事業（平成－6年度より実施）
公共分野における情報通信ネットワークの利活用方法の開発・普及を図る。

1（平成8年8月末現在、34地域で実施）

第2次補正予算において認められたr超高速光通信に適したデバイス（材料

）の開発のための研究開発J r障害者・恵齢者か使いやすい情報通信システム

の研究開発J r過疎地において情報通信を尉いた生活支援モデル実験J′につい

て関連設備を整備し、研究開発を推進。

第2次補正予算において認められたrアジア、ヨーロッパ等との情報通信技

術の国際共向研究」を実施。

、通偉・放送機構法の一部を改正し、研究開発基盤施設を整備してこれを高度

通信・放送技術の研究開廃を行う民間企業等の供用に供する実務を通信・放送

機構に追加し、研究開発を推進している。

，移動通信の電波不惑地帯（過疎地、、トシネル等）の解消事業の推進

．平成7年度移動通借用鉄塔施設整備事業とし七、全国24か肝（過疎地域施設

14、閉塞地域施故1、高速道路等トンネル施設9）を整備。

情報通信セキュリティ技術の応用に関する餌査研究のためのモデルシステ

ムの構築（平成7年度2次補正予算）

平成8年3月に、電子決済、電子印艦等の帰報通信セキュリティ技術の応用

に関する調査研究を行うためのモデルシステムを構築．平成8年4月から、本

モデルシステムを利用した実証実験を開始。

・遠隔教育による人材育成のための研究開発’（平成7年度2次補正予算）

－42－
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平 成 7 年 度 に は 、 ア ジ ア ・ 太 平 洋 地 域 に お け る マ ル チ メ デ ィ ア 人 材 育 成 の た ・

中 の ネ ッ ト ワ ー ク 技 術 の 研 究 開 発 の 事 業 と し て 日 本 国 内 に セ ン タ 一 局 施 設 1 、

中 国 及 び タ イ に サ テ ラ イ ト 局 施 設 1 を 痙 傍 。 　 　 1

・ 移 動 体 通 信 高 度 化 の た め の 研 究 開 発

く 移 動 体 通 信 の 周 波 数 有 効 利 用 の た め の 階 層 型 セ ル 技 術 に 関 す る 研 究 開 発 ）

平 成 7 年 度 中 に 通 信 ・ 放 送 楓 横 の 野 比 リ サ ー チ セ ン タ ー に お い て 、 設 備 の 整

傭 ＿を 回 っ た と こ ろ ． 本 年 4 月 よ り 、 具 体 的 な 研 究 に 着 手 。

② 　 教 育 ・ 社 会 福 祉 施 設 等 の 整 備 ・ 平 成 7 年 度 第 2 次 補 正 予 算 に お い て 防 災 対 策 に 配 慮 し た 老 朽 社 会 福 祉 施 設 の

防 災 対 象 等 の 推 進 緊 急 改 築 整 備 を は じ め と し た 社 会 福 祉 施 設 等 の 堰 設 整 備 費 と し て 4 0 6 億 円 を 計

上 し 、 全 壊 執 行 し た 。

・ 平 成 7 年 度 第 2 次 補 正 予 算 に お い て 医 療 施 設 近 代 化 施 設 整 備 事 挙 を は じ め と

し た 医 療 施 設 等 の 施 設 整 備 費 と し て 1 m 惟 円 を 計 上 し 、 全 範 執 行 し た 。

・ 数 値 地 図 情 報 と 防 災 情 報 デ ー タ ベ ー ス を 基 に 、 震 災 対 策 に 資 す る 各 種 の 分 析 ．

や 発 災 後 の 被 害 状 況 の 管 理 を 行 う 地 震 防 災 情 報 シ ス テ ム （ D I S ） の 整 備 を 行 ・

っ て い る 。

平 成 7 年 度 に は 、 地 産 発 災 直 後 に お け る 被 害 の 早 期 評 価 を 行 う シ ス テ ム の 緊

急 整 備 及 び 地 震 発 生 直 後 の 被 害 状 況 を 表 季 す る 地 震 被 害 情 報 シ ス テ ム の 整 備 を

行 っ た 。 ま た 、 平 成 8 年 度 に は 南 開 東 地 域 に つ い て 数 値 地 図 デ ー タ の 整 備 を 実

施 す る 。

・ 大 型 三 次 元 震 動 実 験 装 置 加 振 桂 横 の 要 素 技 術 開 発 等 く 科 学 技 術 庁 ）

・ 地 震 調 査 研 究 施 設 の 整 備

微 小 地 震 観 測 施 設 及 び G ．P S 地 殻 変 動 観 測 施 設 の 整 備 を 行 う 。

・ 地 震 調 査 研 究 交 付 金

活 断 層 調 査 を 行 う 都 道 府 県 及 び 政 令 指 定 都 市 に 対 し 交 付 金 を 交 付 す る 。

「 観 察 又 は 防 災 に 必 要 な 施 設 と し て 、 マ イ ク ロ 回 線 の 二 重 ル ー ト 化 、 デ ジ タ ル

化 、 紅 毛 O S 岨 S の 基 地 局 ・ 地 象 計 等 の 整 備 に 7 年 度 第 2 次 補 正 に お い て 事 業 費

1 6 6 億 円 を 追 加 し 情 報 ネ ッ ト ワ ー ク ・ シ ス テ ム 等 の 整 備 を 推 進 し た 。 平 成 8 年

度 に お い て も 、 引 き 続 き こ れ ら の 事 業 を 事 業 費 2 2 4 億 円 を も っ て 推 進 す る 。

・ 既 存 建 築 物 の 耐 震 性 め 向 上 の た め の 法 制 度 の 整 備

r 建 築 物 の 耐 震 改 修 の 促 進 に 関 す る 法 律 J が 平 成 7 年 1 0 月 2 7 日 付 け で 公 布

さ れ 、 同 年 1 2 月 2 5 日 か ら 施 行 さ れ た 。 現 在 、 こ れ に 基 づ き 耐 震 改 修 を 促 進 し

て い る 。

・ 住 宅 金 融 公 庫 、 日 本 醜 発 銀 行 等 の 融 資 の 拡 充

住 宅 金 融 公 庫 に つ い て は r 建 築 物 の 耐 震 改 修 の 促 進 に 関 す る 法 律 j に よ り

、 ま た 、 日 本 開 発 銀 行 等 に つ い て は 平 成 7 年 度 2 次 補 正 に お い て 拡 充 が 認 め

ら れ た 。

・ 優 良 建 築 物 等 整 備 事 業 等 の 活 用 、 拡 充 に よ る 既 存 建 築 物 の 耐 震 性 の 向 上

市 街 地 総 合 再 生 計 画 区 域 内 の 災 害 時 に 重 要 な 機 能 を 果 た す 既 存 建 築 物 等 の

診 断 、 改 修 に 対 す る 助 成 に つ い て 、 平 成 7 年 度 2 次 補 正 に お い て 認 め ら れ た

（2 ） 新 規 事 業 育 成

① 　 資 金 調 達 環 境 の 整 備 7 年 度 第 2 次 補 正 に お い て 、 以 下 の 措 置 を 講 じ た 。

・ ‾ 　 知 的 財 産 権 の 担 保 化 推 進

新 規 事 業 法 認 定 業 者 に 対 し て 、 知 的 財 産 権 を 担 保 に し て 融 資 を 行 う 場 合 に あ っ

て は 、 産 業 基 盤 整 備 基 金 の 債 務 保 証 の 上 限 を 8 割 ま で 引 き 上 げ る （通 常 は 7 割 ）
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・‾－．③ ‥・．木材単軸 画 卿ヒ

一．・廟規事業育成支膣融蜜 （拡充）・－．

甲本開発銀行等が行ってきた新規事業育成軍嘩融資の対象に新規性由．あるサ

■ビスを埠供す本草轟音を追加するととも亘、＿新規事業者に対してより一層の ・

．イ ンヤンティ＿プを与えるヰぐ超低利による支乱 ．

．金利∴特利ト 0！亘％ （新鏡事業法女は特定通信・放送開発事業実施円滑・・

化法認定事業者）．・・

′特利卜 0・．2醜 ．（新規事業法又は鳴定通曙．r放送開発事業実施円滑 、

．化法馳定事業部 ±密ずる如 ・

・．∴ 産業基盤整撫基金の債務傑証枠の拡大．・・（拡充）・

・・＿一斬腕章等痩認定業者に対して ．車掌革製璽坤革金甲行 儀務保柾坤を拡大する

ため、－．虜案基盤琴錦革郵±出資を行うふ・r

十 ．節規事革按資株元会社の出資枠の拡大イ梅軒 ・‘

∴癖規事業法密定拳者に対して、・・新規事業投蛮株式会社が綽う串箪甥横を姉発す

．る．ため二．・新掬事案‘投蛮株式会社に絆し七∴産業基盤整備基金が由資を行う。

㍉㍉新たな遺應・・放送事畢分野を開拓す．るため∴連騰．．・放送機構に∴先進的・坤・

．＿創的な種術め癖究開無を行う中恒 ・中堅企業に鱒＿して当準研究開廃寮の一部を・

．F．助威す卑秦務を追加し、－‾．予算措置を鍬 施 。∴

・．∴7 年鹿固唾密会l亘 、．‾・・特定斬規事業実施円滑化疇時嘩置癌の改正I．羊より嘩置・

∴ （7 年11月岬 公布ふ．1．1＿月16日施行「

∴ 胡乱 能力と成果に応＿じ．た成功払い疎酬細鹿 （．ろトラクオブシ料ン御慶）め

認定事発音は9 件㍉今後とも着実に増加する克込サ。．．

（3）・新産業・生活ル乃整備等の促準－・

鰍 輸入・・．牒岬裡餞の促進等‾＿

T l・‾平成．7・年．1．1‾月に民活法の改正を行い二輪車施準会傭事業として 「港湾瑠嘘創

牒摂揺施投j　rリサイタル関連施ぬ　 r特定大現模スタージアム」等を対象た由

癒した。・．

∴ 震災復興事業につい七は∴展活械助金の補助射程事業費の割合の引＿上げ貌び‾

．1N T ＿す無利幸融褒め融資比率の引上げ牽行う．たふ．．

∴鱒粋良腕章轟音に坤する支援たっいては∴N T‾T 低利融資に対す・如 仔補給

∴制榎を創蝕した。＿．．／

・・高度情報地理技痛の駆使によりl樺雉産掌の単産から販売l＿こ至る過．程を板木的

に輯倉上痘鱒する施策、を草持するため、‥輝堆直筆構準改善臨時鱈置翠に絨維産 ・

業構造改善事業脇会へめ増資規程の追坤を行‘うた。辛く車成す年10月）：－

十一細線車乗搾造改青草秦協会た、．第‾2 次輔車予凱こよる25億蹄を出資＿した。．

†・昨年坤の療1 ＿3咽 蹄時国会におし‾、て！Fl＿A z たおせる輸入関連革奏者の集積

〕①∴・輸入癒丸 対亘投資の促準‾ ′‥．、車線逸するた‾めの施療を新し．く盛り速ん慮〕輸 入の促進衷び対内投資事業の円．

滑叫こ関する癒時措薗準J の一部改正法案壷提出し∴可決されたふ

・．∴廟 た．たウ？．の・F A ．享地域 （木阪市、神声帯∴鳥取県、山口県、愛媛県∴北九．

r州市．、．ネ分即 ‾にジェトF F A 之東操ヤシタ「を恕置し、．また、．・その串核梯開．＿．‘

・と←てこ・・草京たジ．ェトロF・ム革総合支操や斗タ■を殴直した。ジ≠トロF A z ．

支握セ＿ンタ■では、イシダ1■ネットを窟醸した輸入・・・対内投蛮促鹿等の情報掟・′・l

俳∴蛮易・投資に関する－アドバイザーに．よる内外企業寒へ．の．．コ＿ンサルティーン‾グ

．等を実施し∴また、rジェトロ1F A Z 総会女接センタ＋において喀、．．これら曲集1＿

∴掛こ血えて各F やZ地域の情邸を集約して外国壷莱等に対する広報など壷行う・

u・こ．とと・している。：．

，－．・一月本開発銀行等の対日綬章関連融習坤l強±おいてこ軍が園の棲済構造改革に

・‘資す右産業按術恵摩叱責敵事業分野 い イテク醜軍事革）に係わる卸の未婚的

・知日投紺こ対する超低利融資制度 （平成．8 ．年度奉まで）を新紋した上

会痢：特利‾5－－0．敏一＿
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護

ヽ

′

ヽ

・ F A Z 地域に指定された港湾16港、空港 6 空港については、港湾 ・空港整備

事業による基盤施設及び民活法等に基づく民活事業による輸入促進基盤施設等

の高度で効率的な物流施設等の整備を進めてきており、今後とも積極的に整備

を進める。

・ 平成7 年度は、高規格幹線道路網からF A Z に指定された地域 （空港、港湾

）へのアクセスを強化する道路整備に壷点投資を行うた。平成8 年度以降も、

高規格幹線道路網からF A Z に指定されている地域 （空港、港湾）を含め、交

通拠点である空港、港湾への連絡を強化する道路整備を推進する。

・ 平成7 年度は経済局体、在日外国商工会議所等から、我が国におけるM ＆A

のための環境整備についてのヒアリングを積棲的に実施した。

上記ヒアリングを踏まえ、平成 8 年 4 月9 日、我が国M 年A の環境整備につ

いて、対日投資会議専門部套において検討を行い、これを受けて4 月26 日には

、対日M ＆A を歓迎する旨うたった rM ＆A に関する対日裡資会議声明」、対

日M ＆A を促進するための施策を論じた 「我が国M ＆A の環境整備について」

を対日投資会議において決定した。

今後の見通しとしては、対日投資会議において決定した施策につき速やかに

実行していくとともに、M ＆A のマイナスイメージ等の解消を図るため、M a

A セミナーを開催することとしている。

②　 A P E C における貿易投資の （平成 7 年度）

自由化、円滑化の促進 ・ 11月のA P E C 大阪会議では、貿易 ・投資の自由化 ・円滑化及び経済 ・技術

協力を3 本柱とする 「行動指針」が採択された．

また、各メン′ト が貿易 ・投資の自由化 ・円滑化のた吟の r当初の措置」を

持ち寄った。わが国からは、繊維、・1化学品、鉄鋼、非鉄金属等を含む 697品目、

について、U R 合意に基づく▼関税引下げを約 2年間前倒し実施することや、種

々の規制緩和措置を含む一連の措置を発表し、実施した。

さらに、最近のA P E C 域内のマクロ経済動向と短期見通し等をまとめた r

A P E C 域内経済見通しJ 作成に貢献した．

（平成 8 年度）

「当初の措置」で発表した、関税引下げの前倒し等の措置を実施した。

（今後の見通い

「大阪行動指針」に基づき、貿易 ・投資の自由化 ・円滑化に関する 「個別行

動計画」を11月のA P E C フィリピン会議に提出する。

（5） 規制緩和の一層の推進 く平成 7 年度）

①　 規制緩和推進計画の改定作業 ・ 規制緩和に関する内外の意見 ・要望の聴取の一環として、平成7 年11月30日

の着実な実施 及び12月 1 日の 2 回のわたり、行政改革推進本部を開催した。また、行政改革

委員会は、12月14 日に r規制緩和の推進に関する意見 （第一次）」を内閣総理

大臣に提出した。平成8 年 2‘月27別二は、内外からの意見 ・要望、行政改革委

員会の意見等に対する各省庁の検討状況の中間公表を受けて、これに対する意

見 ・要望を聴取する行政朝革推進本部を開催した。以上のような経過を経て、

平成8 年 3 月29日の行政改革推進本部の決定を得て、同日 r規制緩和推進計画

の改定について」が閤諌決定された。

計画の改定に当たっては、行政改革委員会の意見を最大限に尊重し、内外の

意見 ・要望を踏まえながら既定計画を徹底的に見直し、新たな規制緩和方策を

積極的に盛り込むとともに，既定計画に記鼓された事剰 ；ついても、棲九 実

施時期の前倒し、実施時期の明確化鹿び実施内容の具体化を図った。



（平成 8年度）

T ．平成 8年度にわい．ても」同様ゐ草段により、現制繕和推進軒画の寧定を行う

こととしている。一事年7 片25日には行政改革委員会規制緩和小委員会より丁期日

制緩和に関する輪点公園 （諷4．次日 が公開・されてお－リ・、今後、内外の意見 ・

．軍望、．‾缶政改革委員会の監視結果等牽踏まえ∴規制続和推進計画を本年末まで

：に見直し二本年度末までに再度計画の改定を行うF。

今卸 こおいでも、．‾改革計卸 ±盛り込まれた規制桂和措置について、平成 9 年

・．r虔まセの由で着翠に椎進する。1－　　　　　　　　　　　 （内職宝）

．‾．②　 規制緩和甲早期実施∴ （平成 7年度ト

▼一滴 定商品の範囲の縮小後の状況等についての駒査を検討十爽施。・

（平成 8年度．．（8 月事で）1．，．）．－

・十 ．潮 き結き指定商品め範囲の縮小後の破況勒 ；ついて調査を検討 ・実施。・

・（今続の耳遠．し）1．　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 1

・∴今年度中に指定車り消しのた．あの手続車乗恥　　　　 ・．（貌取奉）

F

◎．公共料金甲見直し ．・

（平成 7 年鹿）

・‘▲・1：恵圧ガス廊時法祖び如 ヒ石坤ガス法の十如改走法か平成・8畢 3 如 9亘に成立

・．し∴ 3 即 岬 艦 公海1 施行時∴液化石油ガスの保安機関の醜定部分を昧き、・平．．

・・．成＿－9 年 4 月 1、・甲に施行。）・された－と串 こ＿‘主軍改匿事項は．、r次のとおり。

① 牒腫ガス叡疎法開痛でlよ ・法定検郵 ±‾吋 する自軍痍壷制度の導入や各種．

．！許薗 ・牒鹿 の緩和専 ′

㊥∴液化石油方ス法関係では、1販売事和 牛可制の登録即今の移由や保壷鱒開

．一制度や導入等

（平成 8°年度）．‘・

・．∴湘 ヒ右油舟え法について＿は、俸安秘開制度に俸る．施行令等の改正．（平成 8 年．

’9貴 1 申随行）．直行・つた。．看た・、1．恵圧ガス1取‾締法にういても、施行令等の改正

・に向けた検討を実施中，．．・

（今後の貫通し）．

十 平成 9 年4 月1 甲め随行た向けt J 砂嚢な施行令等の改正を実施する，

（通産省）

（平成 7 年度）
∵電気　 野末料金わ いては∴軽営効率化を由すため中や÷ドステイ：ツタ雰式 ．

∴原疎劉費調痙制度等牽導入した新車寧籾会制度の下、本格軸牽改定を．行い、

．．電気については年．2・1％ （電灯 ・蜜力臥 ‘10社如 ．、∴＿ガス七つし巾 まd！i7如．－（大

．羊 a＿如 ＼それぞれ引き下げられた組金が本年 1．月1＿．日よ．り実施されている‾。‾

・（通産省）

1（平成‾7 年度）

「－＿腐肉航空準軍については∴ 7 年12月22別二帽瑳賓制度車導入　 ／．

∴† 時事鉄道運賃については、 8 年 2・月栂由に、十r旅客鉄道運賃ワーキン．ググ ．

．．ループ」．のとりまとめ ．・

（平射 確 度）．＿・′

＋1す クシ「運賃に？＿し．、ては、 8 年4 月．軸 に rLタ．クシ1－運貫御慶碗究皐j．・‘のと

′り事とめ ．

（今後の見通し）

・一旅客鉄道還御 こつり叩 ま∴総括原価方式の下での上限師総制の薗人等．5 与の‾

改善措置の実施に向けて、牒 軋 制度の細野の網塵を進めていると七ち。．・

・－タクシナ運賃にうし叩 ま、・8 年4 倉8．日た＿千タクシー窪賃制度研究会j r．の報

草書の改善案軍牽参考に、．．具体的改善措匿にうI、て療封を行し嘩 施た移してい

く予定。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ．（蓬輸省）・
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「マルチメディア時代のユニバーサルサービス・料金に関する研究会J本年

5月31日報告。需要喚起型料金が必要であること等を提言。

国際電話料金、自動車・携帯電話料金及び長距離通話料金の引下げについて

は、次のとおり着実に推進。

①国際電話料金

平成7年11月にKDDが、同12月にITJ及びIDCが国際電話料金の引

き下げを実施（対米昼間3分間通話の場合で、KDDが600円を4．80円

に、t TJ及びIDCが580円を470円に引き下げ。）するとともに、

平成8年6月にKDDが、同7月にITJ及びIDCが大口利用割引を導入

した．

②自動車・携帯電話料金

平成7年11月にNTTドコモ9社が、12月にt DO、セルラー8社、デジ

タルホン3社、ツーカー3社が、平成8年4月にNTTドコモ9社及びI D

Oが、同5月にセルラー8社、デジタルホン3社、ツーカー3社及びデジタ

ルツーカー1社が、7月にNTTドコモ9社が、8月にIDO、セルラー8

社、デジタルホン3社、ツーカー3社及びデジタルツーカー2社が料金の値

下げを実施（関西セルラー電話崇の平日昼間の3分間の地域内及び地域隣接

県の場合、140円を130円に引き下げ）するとともに、平成8年7月に

NTTドコモ9社、I DO、セルラー8社、9月にデジタルホン3社が、10

月にツーカー3社が長期契約割引を、7月にセルラー8社、ツーカー3社が

、8月にデジタルホン3社が大口利用割引を導入した。

③長距離通話料金

平成8年3月に最遠距離通話料の引き下げを実施（平日昼間3分間通話の

場合で、NTTが1°80円を140円に、長EE離系NCC（第二電電、日本

テレコム、日本高速通信）が170円を130円に引き下げ。）するととも

に、平成8年6月にNTTが、同7月に長距離系NCCが同一名義の回線群

単位による全時間帯月極割引等を導入した。（郵政省）

平成8年3月に、基本問題検討会において、公共料金関連事業の効率化を促

す価格設定方式の導入などの提言を盛り込んだ報告書を取りまとめた（経企庁）


